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資料編 

 

１ 招致活動記録年表 

 

平成 25年（2013年） 

 招致活動や主な出来事 

９月 25日 札幌市議会で市長が招致検討を表明 

 

平成 26年（2014年） 

 招致活動や主な出来事 

４月１日～ 冬季オリンピック・パラリンピック開催調査業務 

５月１日 オリンピック・パラリンピックに関する北海道と札幌市の連携協力会議 

10月６日～20日 シンポジウム、1万人アンケート実施 

11 月６日 札幌市議会における招致決議 

11 月 12 日 札幌商工会議所からの要望書提出 

11 月 27 日 札幌市議会で市長が札幌市としての招致を表明 

12 月 25 日 ＪＯＣへ招致に係る文書手交 

 

平成 27年（2015年） 

 招致活動や主な出来事 

４月 19～25日 スポーツアコード 2015（ロシア・ソチ）参加 

６月９日 北海道との間に「北海道・札幌市冬季オリンピック・パラリンピック招致推進

連絡会議」設置 

７月 16日 関係局長からなる「冬季オリンピック・パラリンピック招致推進会議（以下、

招致推進会議）」開催 

７月 31日 2022年冬季オリンピック開催地が北京に決定 

８月６日 外部有識者を委員とする「第１回冬季オリンピック・パラリンピック開催概要

計画検討委員会（以下、有識者会議）」開催 

９月３日 第２回有識者会議開催 

９月 18日 冬季五輪招致・スポーツ振興調査特別委員会（以下、調査特別委員会）におい

て大会コンセプト等を報告 

10 月１日 冬季オリンピック・パラリンピック札幌招致期成会立上げ 

10 月 19 日 第３回有識者会議開催 

12 月４日 招致推進会議開催 

12 月７日 調査特別委員会懇談会において、開催概要計画検討委員会：原田宗彦委員長の

参考人招致 

12 月 11 日 市長が高橋北海道知事、高向期成会会長とともに中央要望を実施 

（文部科学大臣・スポーツ庁長官） 

12 月 18 日 調査特別委員会において、施設配置計画を説明 

  

平成 28年（2016年） 

 招致活動や主な出来事 

４月１日 スポーツ局に招致推進部を設置 

４月 19～25日 スポーツアコード 2016（スイス・ローザンヌ）参加 
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５月 11日 調査特別委員会において、開催概要計画案(計画案)を説明 

５月 23日 招致期成会総会において、計画案を説明 

５月 27日 「北海道・札幌冬季オリンピック・パラリンピック招致を応援する国会議員の

会」設立総会 

５月 31日 第４回有識者会議において、計画案を説明 

６月１日 

～８月 25 日 

広報さっぽろで計画案の周知、市民意見募集、出前講座 

６月８日 第１回競技団体連絡会議において、計画案を説明 

６月 16日 倶知安町議会における招致決議 

６月 20日 調査特別委員会懇談会において、永瀬充日本ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｱﾝｽﾞ協会理事、荒井秀樹

パラノルディックスキーチーム日本代表監督の参考人招致 

６月 23日 ニセコ町議会における招致決議 

７月７日 北海道議会における招致決議 

８月１日 調査特別委員会懇談会において、葛西紀明選手、川本謙土屋ホーム代表取締役

副会長の参考人招致 

８月５～10日 リオデジャネイロオリンピック開催 

８月 22日 第１回競技団体連絡会議アスリート部会開催 

９月 15日 「2026“つながる”シンポジウム」開催 

10 月６日 調査特別委員会において、開催概要計画案(修正案)を説明 

10月 10～12日 スマートシティ＆スポーツサミット 2016（スイス・ローザンヌ）参加 

10 月 17 日 招致推進会議開催 

11 月８日 ＪＯＣに開催提案書を提出 

11 月 16 日 招致期成会総決起大会の開催 

11 月 25 日 北海道・札幌冬季オリンピック・パラリンピック招致を応援する国会議員の会 

11 月 25 日 市長が山谷北海道副知事、岩田期成会会長と共に中央要望を実施 

（スポーツ庁次長） 

12 月 13 日 第２回競技団体連絡会議アスリート部会開催 

 

平成 29年（2017年） 

 招致活動や主な出来事 

１月 23日 第３回競技団体連絡会議アスリート部会開催 

２月 19～26日 第８回札幌アジア冬季競技大会開催 

３月 17～22日 2017ＩＰＣノルディックスキーワールドカップ札幌大会開催 

４月４～７日 スポーツアコード 2017（デンマーク・オーフス）参加 

６月５日 冬季オリパラ札幌招致期成会 平成 29年度定時総会 

６月 13日 調査特別委員会において、今後のスケジュール等を説明 

11 月 22 日 市長と山谷北海道副知事がＪＯＣ竹田会長他と「立候補プロセス（対話ステー

ジ）参加に関する会談」「参加表明記者会見」を実施 

11 月 27 日 招致推進会議において「対話ステージ」参加等を報告 

12 月８日 調査特別委員会において、「対話ステージ」参加等を報告 

12 月 15 日 札幌市議会自由民主党議員会による中央要望 

12 月 26 日 市長が小玉北海道環境生活部長と共に中央要望を実施 
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（文部科学大臣、スポーツ庁次長） 

 

平成 30年（2018年） 

 招致活動や主な出来事 

２月６日 ＩＯＣがオリンピックの新しい規範（New Norm）を公表 

《オリンピック》 

２月９～25日 

《パラリンピック》 

３月９～18日 

2018 平昌冬季オリンピック・パラリンピック開催 

ＪＯＣジャパンハウス（平昌）内に、「北海道・札幌プロモーションブース」

を設置（設置期間：２月９日～25日） 

３月 31日 スポーツアコード 2018（タイ・バンコク）参加 

５月 14日 秋元市長とＪＯＣ竹田会長の会談 

６月４～５日 中国・北京にて開催された平昌 2018 オリンピック報告会への参加 

６月 10日 シオン（スイス）が住民投票（ヴァレー州）により 2026年招致を否決 

６月 12日 「第２回ワーキングセッション」（非公開）にＪＯＣ、札幌市、北海道、ニセ

コ町、倶知安町、帯広市とともに参加 

７月６日 グラーツ（オーストリア）、政治的支援が得られないため 2026招致から撤退

表明 

７月 15日 地元関係者（ＪＯＣ、北海道、帯広市、ニセコ町、倶知安町、道経連、道商

連、道同友会、観光振興機構、競技団体連絡会議、招致期成会）との意見交換

会の開催 

⇒現時点で招致時期の最終判断を行わず、対話ステージに９月まで残る判断 

８月１日 調査特別委員会において、招致の現状や対話ステージを受けた今後の主な課題

や想定スケジュールなどを報告 

９月６日 北海道胆振東部地震発生 

９月７日 ＩＯＣバッハ会長からお見舞いの書簡 

９月 17日 ＩＯＣバッハ会長、ＪＯＣ竹田会長、町田副市長の３者でローザンヌにおいて

会談。札幌市を 2026年大会の候補者リストに入れないこと、2030 年大会招致

に向けて対話を継続することで合意 

10月３～４日 

 

10月８～９日 

ＩＯＣ理事会において、2026候補都市にカルガリー（カナダ）、ミラノ・コ

ルティナダンペッツォ（イタリア）、ストックホルム（スウェーデン）の３都

市を推薦し、同総会において決定 

10 月 17 日 調査特別委員会にて、招致活動におけるこれまでの経緯等を説明 

11 月 19 日 カルガリー市議会において、住民投票の結果を受け、2026年大会招致の中止を

決定 

11 月 30 日 冬季オリパラ招致期成会報告会を開催 

12 月 15 日 ＵＳＯＣ（アメリカオリンピック委員会）が 2030 年冬季大会に向け、アメリカ

における立候補都市としてソルトレークシティを選出 

 

平成 31年・令和元年（2019年） 

 招致活動や主な出来事 

２月４日 虹と雪のバラードの駅メロディ放送開始 

４月７日 統一地方選挙のＮＨＫ出口調査において、オリパラ招致に関する設問 

⇒賛成：51％ 反対 49％ 
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５月５～10日 スポーツアコード 2019（オーストラリア・ゴールドコースト）参加 

６月 24～26日 ＩＯＣ総会開催  

⇒2026年大会開催都市がミラノ/コルティナダンペツォに決定 

⇒2030年大会以降の開催地選考に係る招致プロセスの見直し 

 ・原則 7 年前とする開催地選定時期の規定を削除 

・開催地は単一都市に限られず、他都市/地域/国とすることができる 

・夏季、冬季別に設置される※「開催地選考委員会（Future Host  

Commiossion）」が将来の大会におけると都市等の関心状況をＩＯＣ理事会に

報告する など 

※開催地選考委員会⇒将来開催地委員会へ呼称を修正 

７月 23日 招致推進会議幹事会の開催 

７月 25日 地元関係者（北海道、帯広市、ニセコ町、倶知安町、道経連、道商連、道同友

会、観光振興機構、競技団体連絡会議、招致期成会）との意見交換会（実務者

協議）の開催 

７月 29日 調査特別委員会において、招致活動におけるこれまでの経緯や 2030 年招致に

向けた取組状況等を説明 

９月～10月 市民対話事業を実施 

・9/1⇒子どもワークショップ 

・9/8・12⇒大規模市民ワークショップ 

・9/17～10/7⇒区民ミーティング（全 10回） 

・10/11⇒冬季オリンピック・パラリンピックシンポジウム 

10 月３日 ＩＯＣ理事会開催 

⇒将来開催地委員会（Future Host Commiossion）を設置 

10 月 16 日 ＩＯＣが東京オリンピックでのマラソン・競歩を札幌へ移行する計画を発表 

10 月 21 日 北海道新聞社が調査した全道世論調査の結果が掲載 

⇒招致賛成…全道 67％ 札幌 46％  反対…全道 32％ 札幌 54％ 

10月 30～11月１日 東京 2020 のＩＯＣ調整委員会において、マラソン・競歩の札幌開催が決定 

11 月８日 ＪＯＣが 2030 年以降のオリンピック競技大会等の招致と 2030年に関心がある

都市の問い合わせ期間についてホームページに掲載 

・ＩＯＣの規則変更、将来開催地委員会の設置 

・対話プロセスを「継続的な対話」「狙いを定めた対話」とする 

11 月 27 日 招致推進会議幹事会の開催 

11 月 28 日 地元関係者（北海道、帯広市、ニセコ町、倶知安町、道経連、道商連、道同友

会、観光振興機構、招致期成会）との意見交換会（実務者協議）の開催 

11 月 29 日 調査特別委員会において、新たな招致プロセスや市民対話事業の振り返りと今

後の方向性、会場配置計画の主な検討状況等を説明 

 

令和２年（2020 年） 

 招致活動や主な出来事 

１月８～11日 

※会談は 11日 

秋元市長のユースオリンピック 2020（ローザンヌ）訪問 

◎ＩＯＣバッハ会長との会談 

・「2030 年大会招致に対する市長の意気込みに大変感銘を受けた。札幌の大

会運営能力に何の疑いもなく、2026 年大会招致の段階から素晴らしい能力
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があったと承知」 

・「東京 2020 のマラソン、競歩も素晴らしい準備。その成功に自信を持って

いる。開催能力を示すことで 2030 招致に大きな助けにもなる」 

◎モラリュー将来開催地委員会委員長との会談 

・「札幌の開催計画は、長野のそり競技場をはじめ既存施設を活用し素晴らし

い。大変良い基礎を持っており、今後も対話を継続したい。」 

・「招致プロセスの第２段階に進む際にはスケジュールが明らかになるが、時

間をかけることは望んでいない。」 

◎コーツ東京 2020調整委員会委員長との会談 

・「マラソン、競歩の札幌移転に感謝。札幌のアジア大会は素晴らしかった。

マラソン等も必ず成功させてくれると思っている。2030年招致も上手くい

くと確信している。」 

１月 29日 ＪＯＣ理事会で札幌市が国内候補地に決定 

２月 13日 道内関係者（ＪＯＣ、北海道、帯広市、ニセコ町、倶知安町、道経連、道商

連、道同友会、観光振興機構、競技団体連絡会議、招致期成会）との意見交換

会の開催 

⇒一致団結して、まずは東京 2020大会をしっかりと成功に結びつけ、そして

2030年大会の招致活動を進めていくことを確認 

２月 15日 北海道オール・オリンピアンズの拠点開設 

指定都市市長会との共催によるシンポジウム実施 

２月 16日 さっぽろスノースポーツフェスタ 2020（大通公園クロスカントリースキー大

会）開催 

３月 24日 東京 2020 大会の延期決定 

７月 17日 第 136回ＩＯＣ総会にて、アジェンダ 2020による招致予算約 80％の削減

（2026招致経費が 2022 招致経費に比べ約 80％削減）が報告される 

11 月３日 ソルトレークシティ及びアメリカオリンピック・パラリンピック委員会

（USOPC）が継続的な対話に参加 

11 月 30 日 ＪＯＣ山下会長・秋元札幌市長連名により、モラリュー将来開催地冬季委員会

委員長に宛てて大会の招致意欲についてのレターを発出 

 

令和３年（2021 年） 

 招致活動や主な出来事 

７月 21日 ＩＯＣ総会にて、2032 年冬季大会がブリスベン（オーストラリア）に決定 

７月 21 日～28日 札幌ドームにて東京 2020 大会におけるサッカー予選開催 

８月５日～８日 市内中心部にて東京 2020 大会における競歩・マラソン開催 

８月６日 ＩＯＣバッハ会長の札幌オリンピックミュージアム視察 

８月７日 ＩＯＣバッハ会長による女子マラソンゴール地点視察、山下ＪＯＣ会長、秋元

市長、東京組織委 橋本会長との会談 

11 月 12 日 秋元市長・ＪＯＣ 山下会長・東京組織委 橋本会長の３者によるＩＯＣ将来開

催地委員会へのプレゼンテーション（オンライン） 

11 月 15 日 招致に向けた局長級会議開催 

11 月 29 日 調査特別委員会で「2030 北海道・札幌オリンピック・パラリンピック冬季競

技大会概要（案）」について説明 
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市長記者会見で大会概要（案）の公表、市民対話及び意向調査の実施について

説明 

12 月 1日 超党派の「2030 札幌冬季オリンピック・パラリンピック競技大会招致議員連

盟」設立 

12 月 10 日 市議会自由民主党議員会から国へ重点予算要望を提出 

バンクーバー（カナダ）が 2030 年冬季五輪招致を検討 

 

令和４年（2022 年） 

 招致活動や主な出来事 

１月９日 日本世論調査会が調査した全国郵送世論調査の結果掲載 

⇒賛成・どちらかといえば賛成…65％ 

 反対・どちらかといえば反対…34％ 

１月 26日 ワークショップ開催（小学４、５、６年生対象） 

１月 29日 ワークショップ開催（中高生対象） 

２月９・12日 ワークショップ開催（18歳以上） 

２月 16日 調査特別委員会において、意向調査実施概要報告及び参考人による講話を実施 

２月 20日 シンポジウム開催（無観客、ライブ配信） 

３月２日 意向調査郵送開始（～３月 11日）街頭調査（市内）開始（～３月 13日） 

３月４日 街頭調査（道内）開始（～３月５日） 

３月７日 インターネット調査開始（～３月 14 日） 

３月 16日 意向調査速報にかかる市長記者会見 

【郵送】 

賛成・どちらかといえば賛成…52％ 

 反対・どちらかといえば反対…39％ 

【インターネット】 

賛成・どちらかといえば賛成…57％ 

 反対・どちらかといえば反対…26％ 

【街頭】 

賛成・どちらかといえば賛成…65％ 

 反対・どちらかといえば反対…26％ 

３月 26日 札幌オリンピック 50周年記念式典＆アニバーサリーコンサート 

３月 30日 札幌市議会における招致決議 

４月 13日 市長記者会見において、プロモーション委員会設置を公表 

４月 28日 意向調査詳細結果にかかるプレスリリース 

【郵送】 

賛成・どちらかといえば賛成…52.2％ 

 反対・どちらかといえば反対…38.2％ 

【インターネット】 

賛成・どちらかといえば賛成…56.5％ 

 反対・どちらかといえば反対…26.2％ 

【街頭】 

賛成・どちらかといえば賛成…65.5％ 

 反対・どちらかといえば反対…26.2％ 
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５月 10日 第１回北海道・札幌 2030 オリンピック・パラリンピックプロモーション委員

会開催 

５月 25日 第 53回指定都市市長会議において、北海道・札幌 2030 オリンピック・パラ

リンピック招致を応援する決議を採択 

５月 31 日～６月２日 ＩＯＣが北海道内の競技会場・非競技会場を視察（テクニカルサイトビジッ

ト） 

６月２日 経済観光委員会において「2030 北海道・札幌オリンピック・パラリンピック

冬季競技大会招致に関する住民投票条例」案が賛成少数により否決 

６月６日 冬季オリンピック・パラリンピック招致調査特別委員会 

・意向調査結果と今後の取組（計画の更新・機運醸成事業等）について報告 

・「2030 年札幌市冬季オリンピック・パラリンピック招致活動を止めること

を求める陳情」の審査（賛成少数により不採択） 

６月 10日 第２回北海道・札幌 2030 オリンピック・パラリンピックプロモーション委員

会開催（テーマ：共生社会） 

札幌市とＪＯＣ共同による招致ＷＥＢサイト開設 

７月 26日 第３回北海道・札幌 2030 オリンピック・パラリンピックプロモーション委員

会開催（テーマ：レガシー） 

７月 27日 プロモーション委員会ベニューツアー（大倉山、真駒内） 

冬季オリンピック・パラリンピック札幌招致期成会総会・総決起集会を京王プ

ラザホテルにて３年ぶりに会場開催 

９月８日 第４回北海道・札幌 2030 オリンピック・パラリンピックプロモーション委員

会開催（テーマ：ＳＤＧｓ・経済・まちづくり） 

同委員会において、秋元市長、ＪＯＣ山下会長による「クリーンな札幌大会」

の実現に向けた宣言を公表 

10 月４日 北海道・札幌 2030 オリンピック・パラリンピック冬季競技大会 招致スロー

ガン策定に向けた意見をインターネット・郵送・FAX で募集開始（～10月 17

日） 

Ａ案：世界が驚く、冬にしよう。 

Ｂ案：ＮＡＭＡＲＡ熱い！真っ白な舞台へ 

Ｃ案：未来のために、いま変えよう。 

10 月 24 日 市議会の自民・民主・公明３会派による「北海道・札幌 2030 年冬季オリンピ

ック・パラリンピック招致推進会議」設立 

10 月 27 日 第５回北海道・札幌 2030 オリンピック・パラリンピックプロモーション委員

会開催（招致スローガンの記者発表） 

カナダバンクーバーのオリパラ招致支援を州政府が財政面の負担を理由に辞退

することを発表 

11 月８日 調査特別委員会において、これまでの大会招致に係る取組（プロモーション委

員会の活動状況・機運醸成の取組・市民との対話等）と大会概要案の更新につ

いて報告 

11 月 18 日 冬季五輪招致に関する札幌市民の意思を確認するための住民投票の実施を求め

る請願を受理 

大規模な国際又は国内大会の組織委員会等のガバナンス体制等の在り方検討プ

ロジェクトチーム（第１回） 
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11月 22 日～23日 ソルトレークシティがＩＯＣ将来開催地委員会でプレゼンテーションを実施と

の報道がなされる 

札幌市においても、ＪＯＣとともにＩＯＣ将来開催地冬季委員会会議（Future 

Host Commission meeting）にオンラインで参加し、プレゼンテーションを実

施（秋元市長、山下会長） 

12 月６日 ＩＯＣ理事会において、招致スケジュールの無期限延期が決定 

12 月 12 日 調査特別委員会において、冬季五輪招致に関する札幌市民の意思を確認するた

めの住民投票の実施を求める請願審議（12月 13 日付不採択） 

12 月 16 日 2030 年札幌冬季五輪招致に関する賛否を確認するため 10歳以上を投票資格者

とした住民投票の実施を求める陳情を受理 

12 月 20 日 札幌市・ＪＯＣ共同記者会見において、東京 2020 大会の談合の疑い事案を踏

まえた大会運営における代理店等への委託業務のあり方を見直すとともに、今

後の組織委員会のガバナンスの在り方について、国の検討プロジェクトチーム

の指針を踏まえた検討を行うこと、本検討に注力するため、積極的な機運醸成

活動は当面休止することを発表 

 

 

令和５年（2023 年） 

令和５年（2023 年） 招致活動や主な出来事 

１月８日 北海道新聞社が 12月 16～18日に実施した世論調査の結果が公表 

札幌：賛成 12％、どちらかといえば賛成 21％ 

   反対 52％、どちらかといえば反対 15％ 

全道：賛成 16％、どちらかといえば賛成 23％ 

   反対 42％、どちらかといえば反対 19％ 

２月 10日 「大規模な国際又は国内大会の組織委員会等のガバナンス体制等の在り方検討

プロジェクトチーム」（第２回開催） 

プロジェクトチームより、大規模な国際又は国内競技大会の組織委員会等のガ

バナンス体制等の在り方に関する指針（案）について説明、札幌市より 2030

オリンピック・パラリンピック冬季競技大会招致活動の現状について説明 

２月 11日 さっぽろスノースポーツフェスタ 2023（北海道立真駒内公園屋外競技場）開

催 

３月９日 調査特別委員会において、2030 年札幌冬季五輪招致に関する賛否を確認する

ため 10歳以上を投票資格者とした住民投票の実施を求める陳情の審（継続審

議となり、後日任期満了に伴い廃案） 

３月 18 日～19日 朝日新聞社が実施した全国世論調査（電話）が公表される 

⇒全国で「賛成」60％、「反対」33％ 

３月 18 日～21日 2023ＦＩＳパラ・ノルディックスキーアジアカップ札幌大会（白旗山競技場）

開催 

３月 30日 大規模な国際又は国内競技大会の組織委員会等のガバナンス体制等の在り方検

討プロジェクトチーム（第３回開催） 

大規模な国際又は国内競技大会の組織委員会等のガバナンス体制の在り方に関

する指針が公表される 

４月９日 統一地方選挙の出口調査において、オリパラ招致に関する設問 
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⇒ＮＨＫ：賛成：36％ 反対 64％ 

⇒北海道新聞；賛成：35％ 反対 60％ 

⇒朝日新聞；賛成：41％ 反対 57％ 

※招致活動を続けるかどうか住民投票で決めることの賛否（朝日） 

⇒賛成：73％ 反対 26％ 

４月 20日 スウェーデン・オリンピック委員会（ＳＯＫ）総会で実現可能性の中間報告を

行い、国民の約 7割が、「持続可能で民主的、かつ費用効果の高い大会であれ

ば招致を支持する」と回答したことを公表 

５月 22日 北海道・札幌 2030オリンピック・パラリンピック冬季競技大会に向けた大会

運営見直し案に関する検討委員会（第１回）開催 

５月 29日 調査特別委員会において、これまでの招致活動と、ガバナンス体制の在り方に

関する指針を踏まえた大会運営の見直し検討の進め方について報告 

６月 15日 スウェーデン・オリンピック委員会（ＳＯＫ）は実現可能性調査の最終報告書

を公表、ＩＯＣとの「継続的な対話」に進むことを表明 

６月 21日 ＩＯＣ理事会後の記者会見において、2024 年 7月までに 2030 年大会の開催地

を正式決定する旨言及あり 

６月 23日 招致推進会議幹事会の開催 

６月 28日 北海道・札幌 2030オリンピック・パラリンピック冬季競技大会に向けた大会

運営見直し案に関する検討委員会（第２回）開催 

７月７日 調査特別委員会において、大会運営見直し案の中間報告、大会運営見直し案や

開催意義の理解促進に向けた今後の市民対話事業の展開について報告 

７月 18日 オーヴェルニュ＝ローヌ＝アルプ地域圏と、プロヴァンス＝アルプ＝コート・

ダジュール地域圏が共同で 2030 年の開催地に立候補する意向を表明 

７月 24日 冬季オリンピック・パラリンピック札幌招致期成会総会 

７月 26日 経済観光委員会において、2030 年札幌冬季五輪招致に関する賛否を確認する

ため、10 歳以上を投票資格者とした住民投票の実施を求める陳情（5/11受

理）及び札幌五輪開催の可否を問う住民投票の実施に関する陳情（5/17受

理）審議（継続審議となる） 

7月 29 日～9月上旬 市民対話事業 

・オープンハウス（各区） 

・8/3⇒公開討論会＠道新ホール 

・8/21⇒公開討論会＠共済ホール 

・9/7⇒公開討論会＠グランドホテル 

８月 13日 スイスオリンピック委員会は国が主体となり大会を開催すること等、将来の冬

季大会招致に関するビジョンを公表 

９月 15日 「札幌オリパラ招致の是非は市民が決める・住民投票を求める会」を中心とす

る請求代表者 130名が、北海道・札幌オリンピック・パラリンピック冬季競技

大会招致に関する住民投票条例の制定に係る代表者証明書交付申請書を提出 

９月 27日 北海道・札幌オリンピック・パラリンピック冬季競技大会招致に関する住民投

票条例の請求代表者 130 名に対し、札幌市条例制定請求代表者証明書を交付 

直接請求署名収集開始（～11月 27 日） 

10 月３日 北海道・札幌 2030オリンピック・パラリンピック冬季競技大会に向けた大会

運営見直し案に関する検討委員会（第３回）開催 
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10 月 11 日 ＪＯＣ山下会長、秋元市長の共同記者会見で、2030年大会の招致を中止し、

2034 年以降の冬季大会開催の可能性を探ることとし、ＩＯＣと継続的な対話

を引き続き行っていくことを表明 

10月 13 日(理事会) 

10月 15 日(総会) 

ＩＯＣ理事会・総会開催。ＩＯＣの将来開催地委員会は適切な条件が揃ってい

る場合に、2030 年大会、2034年大会の開催地を同時決定することを理事会に

提案 

同総会において決定 

10 月 14 日 市長臨時記者会見 

⇒11月のＩＯＣ理事会の状況を注視していくとともに、今後の招致の進め方

について、地元の関係者と協議し、検討していく 

10 月 27 日 招致推進会議幹事会の開催 

10 月 30 日 調査特別委員会において、ＪＯＣとの共同記者会見やＩＯＣ理事会・総会での

決定事項を踏まえた今後の招致活動について報告を行うとともに、市民対話事

業の実施状況の報告、大会運営見直し案の報告を行った 

10 月 30 日 大会運営見直し案を公表 

10 月 30 日 「札幌オリパラ住民投票を求める会」が北海道・札幌オリンピック・パラリン

ピック冬季競技大会招致に関する住民投票条例の制定を求める直接請求署名活

動の中止を発表 

11 月 29 日 ＩＯＣ理事会開催 

2030 年大会はフランス・フレンチアルプス、2034年大会は米国・ソルトレー

クシティが、それぞれ狙いを定めた対話へ移行することが決定されるととも

に、2038 年大会については、2027年末までスイスと優先的な対話を行うこと

が発表された 

12 月 18 日 ＪＯＣ理事会開催 

招致活動の停止を札幌市に提案することを発表 

12 月 19 日 冬季オリンピック・パラリンピック招致関係者（ＪＯＣ、北海道、帯広市、ニ

セコ町、倶知安町、道経連、道商連、道同友会、観光振興機構、競技団体連絡

会議、招致期成会）との意見交換会 

・北海道・札幌への招致活動を停止し、そのうえで、将来の招致に向けた長期

的な観点から、ウインタースポーツの一層の振興や、国際大会の誘致を積極

的に進めていくことを決定 

・ＪＯＣに対して、将来の冬季大会の開催が可能な国の一つとして、引き続き

ＩＯＣからの情報収集や関係構築等に積極的に努めていただくことを要望す

ることを発表 

 

令和６年（2024 年） 

令和６年（2024 年） 招致活動や主な出来事 

２月 29日 調査特別委員会において、本市のおかれている状況を総合的に勘案し協議した

結果、全会一致にて委員会による調査活動を終了すべきと決定 

３月 26日 第１回定例市議会において、調査特別委員会の調査を終了することを決定 
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２ 

組織体制図 
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２ 組織体制図 

 

平成 26年度（2014年度） 

※担当部設立前であり、スポーツ部企画事業課振興係にて関係業務を実施。 

 

平成 27年度（2015年度）【平成 27 年（2015年）４月１日現在】 

※招致推進担当部長が置かれる。 

 

 

平成 28年度（2016年度）【平成 28 年（2016年）４月１日現在】 

※招致推進部が設置される。 

 

 

 

平成 29年度（2017年度）【平成 29 年（2017年）４月１日現在】 

 

 

  

招致推進担当部 計画担当課 推進担当係

計画担当課 施設計画担当係

競技調整担当係

招致推進部 調整課 調整係

推進担当係

競技調整担当係

推進担当係

計画担当課 施設計画担当係

招致推進部 調整課 調整係
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平成 30年度（2018年度）【平成 30 年（2018年）４月１日現在】 

 
 

 

平成 31・令和元年度（2019年度）【平成 31年（2019 年）４月１日現在】 

 

 

 

  

施設計画担当係

競技調整担当係

計画担当課 計画調整担当係

推進担当係

渉外担当課 渉外担当係

招致推進部 調整課 調整係

施設計画担当係

競技調整担当係

渉外担当部

計画担当課 計画調整担当係

推進担当係

渉外担当係

招致推進部 調整課 調整係
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令和２年度（2020年度）【令和２年（2020年）４月１日現在】 

 

 

 

令和３年度（2021年度）【令和３年（2021 年）４月１日現在】 

 

 

  

推進担当係

招致推進部 調整課 調整係

計画担当課 計画調整担当係

施設計画担当係

競技調整担当係

渉外担当部 渉外担当課 渉外担当係

　

推進担当係

招致推進部 調整課 調整係

事業調整担当係

渉外担当係

計画担当課 計画調整担当係

施設計画担当係

競技調整担当係

渉外担当部

連携推進担当課
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令和４年度（2022年度）【令和４年（2022 年）４月１日現在】 

 

 

 

  

計画担当課 計画総括担当係

招致推進部 調整課 調整係

事業調整担当係

競技調整担当係

計画調整担当課 施設計画担当係

輸送・宿泊調整担当係

渉外担当係

渉外担当部 プロジェクト担当課 推進担当係

調整担当部 プロジェクト担当係

連携推進担当課
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令和５年度（2023年度）【令和５年（2023 年）４月１日現在】 

※招致活動停止に伴い、本年度を持ち招致推進部は廃止となった。 

 

  

招致推進部 調整課 調整係

連携推進担当係

計画担当課 計画担当係

会場整備担当係

運営調整担当課 運営調整担当係

渉外担当部 プロジェクト担当課長 推進担当係

渉外担当係

事業調整担当係

調整担当部 ガバナンス担当課

マーケティング担当係

ガバナンス担当係

制度担当係
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３ 

招致機運醸成に係る制作物 
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３ 招致機運醸成に係る制作物 
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４ 

招致機運醸成に係る都市装飾 
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４ 招致機運醸成に係る都市装飾 
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